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岩手県強い農業づくり交付金交付要綱（平成27年３月31日農園第510号農林水産部長通知）の一部改正新旧対照表 

改正前 改正後 

第１ 農畜産物の高品質・高付加価値化、低コスト化、輸出拡大及び食品流通の合理化等、生産から流

通・消費までの対策を総合的に推進するため、岩手県強い農業づくり交付金事業実施要領（平成17年4

月22日付け農園第47号農林水産部長通知。以下「実施要領」という。）別記１、別記３、別記４及び別

記５に定める事業実施主体（以下「事業実施主体」という。）又は実施要領別記２に定める取組主体（以

下「取組主体」という。）が実施要領に定める強い農業づくり交付金事業（以下「事業」という。）を

実施する場合に要する経費、事業実施主体又は取組主体が事業を実施する場合に要する経費に対して

市町村が補助する場合に要する経費及び事業実施主体のうち実施要領別記３に定める事業実施主体が

事業を実施する場合に要する経費に対して地域農業再生協議会が補助する場合に要する経費に対し、

予算の範囲内で、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。）及びこ

の要綱により交付金を交付する。 

 

（交付金の交付の対象及び補助額） 

第２ 第１に規定する経費及びこれに対する交付額は、別表第１（強い農業づくり総合支援交付金交付

等要綱（令和４年４月１日付け３農産第 2890 号農林水産事務次官依命通知。以下「強い農業要綱」と

いう。）第４の１のただし書きに規定する緊急の事業にあっては、別に定める。）のとおりとする。 

 

 

第５ 広域振興局長（交付金事業者が実施する事業の範囲が県の区域を対象とする等広域的な取組を行

う場合又は地方公共団体以外の者が開設者となっている地方卸売市場に係る卸売市場施設整備を行う

場合にあっては、知事。以下「知事等」という。）は、予算の執行の適正を期するため、交付金事業者

（市町村等を除く。）に対して、必要な報告を求め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入

り、帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 交付金事業者は、交付金事業の全部又は一部を交付金の交付により実施する場合において、当該交

付金の交付に当たっては、知事等が、予算の執行の適正を期するため、当該交付金の交付を受ける者

に対して、必要な報告を求め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他

の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を付さなければならな

い。 

３ 交付金事業者は、交付金事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、当該委託の業務

を行う者と契約を締結するに当たっては、知事等が、予算の執行の適正を期するため、当該委託の業

務を行う者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書

類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を付さなけれ

ばならない。 

 

第６ 市町村、地域農業再生協議会、事業実施主体又は取組主体は、交付金の交付の決定を受けた年度

の 12月 31日における交付金事業の遂行の状況を当該年度の１月 15日までに岩手県強い農業づくり交

付金遂行状況報告書（様式第 27 号）により、知事等に報告しなければならない。 

２ 知事等は、前項に定めるもののほか、交付金事業の円滑な執行を図るため必要があると認めるとき

は、市町村、地域農業再生協議会、事業実施主体又は取組主体に対し、当該交付金の遂行状況報告を

求めることができる。 

 

第７ 知事等は、必要があると認める場合は、交付金を前金払することがある。 

２ 交付金事業者は、前項に規定する交付金の前金払を請求しようとするときは、岩手県強い農業づく

り交付金前金払請求書（様式第 28 号）を知事等に提出しなければならない。 

３ 交付金事業者は、交付金の全額について前金払を受けたときは、事業完了後当該交付金事業に係る

実績報告書を知事等に提出するものとする。 

第１ 農畜産物の高品質・高付加価値化、低コスト化、輸出拡大及び食品流通の合理化等、生産から流

通・消費までの対策を総合的に推進するため、事業実施主体が岩手県強い農業づくり交付金事業（以

下「交付金事業」という。）を実施する場合に要する経費及び事業実施主体が交付金事業を実施する場

合に要する経費に対して市町村又は地域農業再生協議会が補助する場合に要する経費に対し、予算の

範囲内で、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。）及びこの要綱

により交付金を交付する。 

 

 

 

 

 

（交付金の交付対象及び交付率） 

第２ 第１に規定する事業実施主体及び経費並びに交付金の交付率は、別表第１（強い農業づくり総合

支援交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第 2890 号農林水産事務次官依命通知。以下「強

い農業要綱」という。）第４の１のただし書きに規定する緊急の事業にあっては、別に定める。）のと

おりとする。 

 

第５ 広域振興局長（補助事業者が実施する事業の範囲が県の区域を対象とする等広域的な取組を行う

場合又は地方公共団体以外の者が開設者となっている地方卸売市場に係る卸売市場施設整備を行う場

合にあっては、知事。以下「知事等」という。）は、予算の執行の適正を期するため、補助事業者（市

町村等を除く。）に対して、必要な報告を求め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、

帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 補助事業者は、交付金事業の全部又は一部を交付金の交付により実施する場合において、当該交付

金の交付に当たっては、知事等が、予算の執行の適正を期するため、当該交付金の交付を受ける者に

対して、必要な報告を求め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の

必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を付さなければならない。 

３ 補助事業者は、交付金事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、当該委託の業務を

行う者と契約を締結するに当たっては、知事等が、予算の執行の適正を期するため、当該委託の業務

を行う者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類

その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を付さなければ

ならない。 

 

 

第６ 補助事業者は、交付金の交付の決定を受けた年度の 12 月 31 日における交付金事業の遂行の状況

を当該年度の１月 15 日までに岩手県強い農業づくり交付金遂行状況報告書（様式第 27 号）により、

知事等に報告しなければならない。 

２ 知事等は、前項に定めるもののほか、交付金事業の円滑な執行を図るため必要があると認めるとき

は、補助事業者に対し、当該交付金の遂行状況報告を求めることができる。 

 

 

第７ 知事等は、必要があると認める場合は、交付金を前金払することがある。 

２ 補助事業者は、前項に規定する交付金の前金払を請求しようとするときは、岩手県強い農業づくり

交付金前金払請求書（様式第 28 号）を知事等に提出しなければならない。 

３ 補助事業者は、交付金の全額について前金払を受けたときは、事業完了後当該交付金事業に係る実

績報告書を知事等に提出するものとする。 
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別表第１（第２関係）  

 

 

別表第１（第２関係）  
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様式第２号（別表第２関係） 

 １ 事業の目的 

 ２ 事業の内容及び計画（又は実績） 

  (１) 農業・食品産業強化対策整備交付金の対象となる事業の内容等 

   ア 事業費 

政策目的 事業概要 事業費 
負担区分 

備考 
交付金 県費 市町村費 その他 

 ［略］ 

農産物等の輸出拡大に向

けた共同利用施設の整備 

       

 ［略］ 

合  計  ［略］ 

（注） ［略］ 

  イ ［略］ 

 ３・４ ［略］ 

 ５ 事業計画一覧表 

   農業・食品産業強化対策整備交付金の対象となる事業一覧表 

政策目的 
事業実施

主体名 

事業概

要 
事業費 

負担区分 
備考 

交付金 県費 市町村費 その他 

 ［略］ 

農産物等の輸出拡大に

向けた共同利用施設の

整備 

 ［略］ 

 ［略］ 

合  計  ［略］ 

 ６ 事業実績一覧表 

   農業・食品産業強化対策整備交付金の対象となる事業一覧表 

政策目的 
事業実施

主体名 

事業概

要 
事業費 

負担区分 
備考 

交付金 県費 市町村費 その他 

 ［略］ 

農産物等の輸出拡大に

向けた共同利用施設の

整備 

 ［略］ 

 ［略］ 

合  計  ［略］ 

 

別紙様式第１号 

 

［略］ 

 

 

 

 

様式第２号（別表第２関係） 

 １ 事業の目的 

 ２ 事業の内容及び計画（又は実績） 

  (１) 農業・食品産業強化対策整備交付金の対象となる事業の内容等 

   ア 事業費 

政策目的 事業概要 事業費 
負担区分 

備考 
交付金 県費 市町村費 その他 

 ［略］ 

農産物の輸出拡大に向け

た産地基幹施設の整備 

 ［略］ 

 ［略］ 

合  計  ［略］ 

（注） ［略］ 

  イ ［略］ 

 ３・４ ［略］ 

 ５ 事業計画一覧表 

   農業・食品産業強化対策整備交付金の対象となる事業一覧表 

政策目的 
事業実施

主体名 

事業概

要 
事業費 

負担区分 
備考 

交付金 県費 市町村費 その他 

 ［略］ 

農産物の輸出拡大に向

けた産地基幹施設の整

備 

 ［略］ 

 ［略］ 

合  計  ［略］ 

 ６ 事業実績一覧表 

   農業・食品産業強化対策整備交付金の対象となる事業一覧表 

政策目的 
事業実施

主体名 

事業概

要 
事業費 

負担区分 
備考 

交付金 県費 市町村費 その他 

 ［略］ 

農産物の輸出拡大に向

けた産地基幹施設の整

備 

 ［略］ 

 ［略］ 

合  計  ［略］ 

 

別紙様式第１号 

 

［略］ 

 

 

 

備考 改正の部分は、下線の部分である。 

  附 則 

１ この要綱は、令和６年３月19日から施行する。 

２ 改正前の要綱に基づく事業については、なお従前の例による。 


